
 
 

議案第６号 

   令和４年度野田村公共下水道事業特別会計補正予算（第３号） 

 令和４年度野田村の公共下水道事業特別会計の補正予算（第３号）は、次に定める

ところによる。 

 （歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額から歳入歳出それぞれ 47,066千円を減額し、歳入歳出予

算の総額を歳入歳出それぞれ 294,755千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳

出予算の金額は、「第１表歳入歳出予算補正」による。 

 （繰越明許費） 

第２条 地方自治法（昭和 22年法律第 67号）第 213条第１項の規定により翌年度に

繰り越して使用することができる経費は、「第２表繰越明許費」による。 

 （地方債の補正） 

第３条 地方債の変更は、「第３表地方債補正」による。 

  令和５年３月２日提出  

野田村長 小 田 祐 士 

 理由 

 下水道管理費、下水道施設整備費及び公債費に要する経費について補正しようとす

るものである。これが、この予算案を提出する理由である。 

 



第 １ 表 歳 入 歳 出 予 算 補 正

歳 入

款 項 補 正 前 の 額 補 正 額 計

（単位：千円）

13,0666,4596,6071 分 担 金 及 び 負 担 金

13,0326,4276,6051 分 担 金

343222 負 担 金

45,000△5,00050,0003 国 庫 支 出 金

45,000△5,00050,0001 国 庫 補 助 金

76,142△48,965125,1075 繰 入 金

76,142△48,965125,1071 他 会 計 繰 入 金

8,7425,4403,3027 諸 収 入

8,7415,4403,3013 雑 入

57,000△5,00062,0008 村 債

57,000△5,00062,0001 村 債

294,755△47,066341,821歳 入 合 計



第 １ 表 歳 入 歳 出 予 算 補 正

歳 入

款 項 補 正 前 の 額 補 正 額 計

（単位：千円）

13,0666,4596,6071 分 担 金 及 び 負 担 金

13,0326,4276,6051 分 担 金

343222 負 担 金

45,000△5,00050,0003 国 庫 支 出 金

45,000△5,00050,0001 国 庫 補 助 金

76,142△48,965125,1075 繰 入 金

76,142△48,965125,1071 他 会 計 繰 入 金

8,7425,4403,3027 諸 収 入

8,7415,4403,3013 雑 入

57,000△5,00062,0008 村 債

57,000△5,00062,0001 村 債

294,755△47,066341,821歳 入 合 計



歳 出

款 項 補 正 前 の 額 補 正 額 計

（単位：千円）

200,963△47,712248,6751 公 共 下 水 道 事 業 費

81,496△55,822137,318 1 下 水 道 管 理 費

119,4678,110111,357 2 下 水 道 施 設 整 備 費

92,79264692,1462 公 債 費

92,79264692,146 1 公 債 費

294,755△47,066341,821歳 出 合 計



歳 出

款 項 補 正 前 の 額 補 正 額 計

（単位：千円）

200,963△47,712248,6751 公 共 下 水 道 事 業 費

81,496△55,822137,318 1 下 水 道 管 理 費

119,4678,110111,357 2 下 水 道 施 設 整 備 費

92,79264692,1462 公 債 費

92,79264692,146 1 公 債 費

294,755△47,066341,821歳 出 合 計



第 ２ 表  繰 越 明 許 費 

                                   （単位：千円） 

款 項 事業名 金額 

１ 公共下水道事業費 ２ 下水道施設整備費 公共下水道施設整備事業 16,000 

 

  



第 ３ 表  地 方 債 補 正 

変 更                                    （単位：千円） 

変 更 前 変 更 後 

起債の

目的 
限度額 

起債の

方法 
利 率 償還の方法 

起債の

目的 
限度額 

起債の

方法 
利 率 償還の方法 

公共下

水道整

備事業 

50,000 証書借

入又は

証券発

行 

年 5.0％ 

以内 

 

融資先の融

資条件によ

る。ただし、

村財政の都

合により据

置期間及び

償還期間を

短縮し、若

しくは繰上

償還又は低

利に借換す

ることがで

きる。 

公共下

水道整

備事業 

45,000 証書借

入又は

証券発

行 

年 5.0％ 

以内 

融資先の融

資条件によ

る。ただし、

村財政の都

合により据

置期間及び

償還期間を

短縮し、若

しくは繰上

償還又は低

利に借換す

ることがで

きる。 

計 62,000    計 57,000 

   

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

予算に関する説明書 

 

 

 

 

 

 
 



歳 入 歳 出 補 正 予 算 事 項 別 明 細 書

１　総　括

歳 入 （単位：千円）

款 補 正 前 の 額 補 正 額 計 備 考

1 分 担 金 及 び 負 担 金 6,607 6,459 13,066

3 国 庫 支 出 金 50,000 △5,000 45,000

5 繰 入 金 125,107 △48,965 76,142

7 諸 収 入 3,302 5,440 8,742

8 村 債 62,000 △5,000 57,000

△47,066 294,755歳     入     合     計 341,821



歳 入 歳 出 補 正 予 算 事 項 別 明 細 書

１　総　括

歳 入 （単位：千円）

款 補 正 前 の 額 補 正 額 計 備 考

1 分 担 金 及 び 負 担 金 6,607 6,459 13,066

3 国 庫 支 出 金 50,000 △5,000 45,000

5 繰 入 金 125,107 △48,965 76,142

7 諸 収 入 3,302 5,440 8,742

8 村 債 62,000 △5,000 57,000

△47,066 294,755歳     入     合     計 341,821



地 方 債国県支出金

歳 出

款 補正前の額 補　正　額

（単位：千円）

計

そ の 他
一般財源

補 正 額 の 財 源 内 訳

特     定     財     源 備 考

公 共 下 水 道 事 業 費 248,6751 200,963△47,712 △5,000 △5,000 11,899 △49,611

公 債 費 92,1462 92,792646 646

歳     出     合     計 341,821 △47,066 294,755 △5,000 △48,96511,899△5,000



地 方 債国県支出金

歳 出

款 補正前の額 補　正　額

（単位：千円）

計

そ の 他
一般財源

補 正 額 の 財 源 内 訳

特     定     財     源 備 考

公 共 下 水 道 事 業 費 248,6751 200,963△47,712 △5,000 △5,000 11,899 △49,611

公 債 費 92,1462 92,792646 646

歳     出     合     計 341,821 △47,066 294,755 △5,000 △48,96511,899△5,000



補正前の額

２　歳　入
1 分担金及び負担金

（単位：千円）

款              項              目 補 正 額 計
区   分

節

金   額
説     明

1 分担金及び負担金 6,607 13,0666,459

1 分担金 6,605 13,0326,427

下水道事業受益者分担金現年分1 公共下水道事業分担金 6,605 13,032 1 6,4276,427

2 負担金 2 3432

下水道事業受益者負担金現年分1 公共下水道事業負担金 2 34 1 3232

3 国庫支出金 50,000 45,000△5,000

1 国庫補助金 50,000 45,000△5,000

社会資本整備総合交付金社会資本整備総合1 社会資本整備総合交付金 50,000 45,000 1 △5,000△5,000

交付金

5 繰入金 125,107 76,142△48,965

1 他会計繰入金 125,107 76,142△48,965

一般会計繰入金一般会計繰入金1 一般会計繰入金 125,107 76,142 1 △48,965△48,965

7 諸収入 3,302 8,7425,440

3 雑入 3,301 8,7415,440

消費税及び地方消費税消費税及び地方消1 消費税及び地方消費税還付金 1 4,461 1 4,4604,460

費税還付金

米田地区汚水処理経費負担金雑入2 雑入 3,300 4,280 1 980980

8 村債 62,000 57,000△5,000

1 村債 62,000 57,000△5,000

公共下水道整備事業債（下水道事業債）公共下水道事業債1 下水道事業債 62,000 57,000 1 △5,000△5,000



補正前の額

２　歳　入
1 分担金及び負担金

（単位：千円）

款              項              目 補 正 額 計
区   分

節

金   額
説     明

1 分担金及び負担金 6,607 13,0666,459

1 分担金 6,605 13,0326,427

下水道事業受益者分担金現年分1 公共下水道事業分担金 6,605 13,032 1 6,4276,427

2 負担金 2 3432

下水道事業受益者負担金現年分1 公共下水道事業負担金 2 34 1 3232

3 国庫支出金 50,000 45,000△5,000

1 国庫補助金 50,000 45,000△5,000

社会資本整備総合交付金社会資本整備総合1 社会資本整備総合交付金 50,000 45,000 1 △5,000△5,000

交付金

5 繰入金 125,107 76,142△48,965

1 他会計繰入金 125,107 76,142△48,965

一般会計繰入金一般会計繰入金1 一般会計繰入金 125,107 76,142 1 △48,965△48,965

7 諸収入 3,302 8,7425,440

3 雑入 3,301 8,7415,440

消費税及び地方消費税消費税及び地方消1 消費税及び地方消費税還付金 1 4,461 1 4,4604,460

費税還付金

米田地区汚水処理経費負担金雑入2 雑入 3,300 4,280 1 980980

8 村債 62,000 57,000△5,000

1 村債 62,000 57,000△5,000

公共下水道整備事業債（下水道事業債）公共下水道事業債1 下水道事業債 62,000 57,000 1 △5,000△5,000



３　歳　出
1 公共下水道事業費

（単位：千円）

款  項  目 説    明

節

区　　分 金　　額
補正前の額 補 正 額 計

補 　正 　額   の   財   源   内   訳

特    定    財    源
一般財源

そ の 他地 方 債国県支出金

1 公共下水道 248,675 △47,712 200,963 △5,000 △5,000 11,899 △49,611

事業費

1 下水道管理 137,318 △55,822 81,496 11,899 △67,721

費

〇一般職給与費1 一般管理費 27,863 △2,199 25,664 △2,199 3職 員 手 当 等 7 35

〇一般管理費 266

〇消費税及び地方消費税4共 済 費 28 △2,500

7報 償 費 266

26公 課 費 △2,500

〇下水道管理費2 施設管理費 109,455 △53,623 55,832 11,899 △65,522 10需 用 費 △47,023 △53,623

　修繕料 △47,023

　手数料11役 務 費 △6,600 △6,600

2 下水道施設 111,357 8,110 119,467 △5,000 △5,000 18,110

整備費

〇公共下水道管渠施設工事1 下水道施設 111,357 8,110 119,467 △5,000 △5,000 18,110 14工 事 請 負 費 8,110

整備費

2 公債費 92,146 646 92,792 646

1 公債費 92,146 646 92,792 646

〇償還金2 利子 17,678 646 18,324 646 22償還金､利子 646

及 び 割 引 料



３　歳　出
1 公共下水道事業費

（単位：千円）

款  項  目 説    明

節

区　　分 金　　額
補正前の額 補 正 額 計

補 　正 　額   の   財   源   内   訳

特    定    財    源
一般財源

そ の 他地 方 債国県支出金

1 公共下水道 248,675 △47,712 200,963 △5,000 △5,000 11,899 △49,611

事業費

1 下水道管理 137,318 △55,822 81,496 11,899 △67,721

費

〇一般職給与費1 一般管理費 27,863 △2,199 25,664 △2,199 3職 員 手 当 等 7 35

〇一般管理費 266

〇消費税及び地方消費税4共 済 費 28 △2,500

7報 償 費 266

26公 課 費 △2,500

〇下水道管理費2 施設管理費 109,455 △53,623 55,832 11,899 △65,522 10需 用 費 △47,023 △53,623

　修繕料 △47,023

　手数料11役 務 費 △6,600 △6,600

2 下水道施設 111,357 8,110 119,467 △5,000 △5,000 18,110

整備費

〇公共下水道管渠施設工事1 下水道施設 111,357 8,110 119,467 △5,000 △5,000 18,110 14工 事 請 負 費 8,110

整備費

2 公債費 92,146 646 92,792 646

1 公債費 92,146 646 92,792 646

〇償還金2 利子 17,678 646 18,324 646 22償還金､利子 646

及 び 割 引 料



１　一般職

　⑴　総　括

報　酬 給　料 職員手当 計

(2)

4

(2)

4

0

補正後 1,369 1,090 88 134 81

補正前 1,369 1,090 88 134 81

比　較 0 0 0 0 0 0 0

補正後 1,111

補正前 1,104

比　較 0 7

備考　（　）内は、短時間勤務職員について外書きしたもの。

12,255

12,220

0 0 7 7 28 35

補正後

補正前

比　較

65 6,526 3,873

65 6,526 3,866

時 間 外
勤務手当

給　　　与　　　費
共済費

10,464 1,791

10,457 1,763

(単位：千円)

備　考

管理職手当

住居手当

勤勉手当

退職手当
負 担 金

通勤手当

区分 合　計

区　分 扶養手当

職員数
(人)

区　分
管理職員特
別勤務手当

期末手当

職員手当
の 内 訳

宿日直手当 児童手当
特殊勤務
手　　当

寒冷地手当

給 与 費 明 細 書



　ア　会計年度任用職員以外の職員

報　酬 給　料 職員手当 計

補正後 2 6,526 3,873 10,399 1,791 12,190

補正前 2 6,526 3,866 10,392 1,763 12,155

比　較 0 0 7 7 28 35

補正後 1,369 1,090 88 134 81

補正前 1,369 1,090 88 134 81

比　較 0 0 0 0 0 0 0

補正後 1,111

補正前 1,104

比　較 0 0 0 0 0 7 0

　イ　会計年度任用職員

報　酬 給　料 職員手当 計

(2)

2

(2)

2

(0)

0

補正後

補正前

比　較 0 0 0 0

補正後

補正前

比　較 0 0 0 0 0 0

備考　（　）内は、一週間当たりの通常の勤務時間が常時勤務を要する職を占める職員の一週間当たりの

  通常の勤務時間に比し短い職員について外書きしたもの。

児童手当
退職手当
負 担 金

退職手当
特別負担金

時 間 外
勤務手当

管理職手当扶養手当 期末手当 勤勉手当

比　較

通勤手当

区　分
管理職員特
別勤務手当

特殊勤務
手　　当

住居手当 宿日直手当

職員手当
の 内 訳

区　分 寒冷地手当

0 0 0 0 0

65

65

0

補正前 65 0 65

補正後 65 0 65

退職手当
負 担 金

管理職員特
別勤務手当

特殊勤務
手　　当

住居手当 宿日直手当

(単位：千円)

区分
職員数
(人)

給　　　与　　　費
共済費 合　計 備　考

職員手当
の 内 訳

区　分 児童手当

区分
職員数
(人)

給　　　与　　　費
共済費 合　計

時 間 外
勤務手当

管理職手当区　分

備　考

扶養手当 期末手当 勤勉手当 寒冷地手当

(単位：千円)

通勤手当



⑵　報酬・給料及び職員手当の増減額の明細

区　　分 増減額 備　考

給与改定の状況

　給料の改定率 ％

　給与改定実施時期

％

（号給数） (職員数)

１号給

２号給

３号給

４号給

５号給以上

職員数の異動状況

補正後 4 人

補正前 4 人

増　減 0 人

（単位：千円）

増減事由別内訳 説　　　　　　　　　　　　　　　　明

報　　酬
給　　料

0

給与改定に
伴う増減分

昇給に伴う
増加分

　 平均昇給率

   昇給号給数別職員数

その他の増
減分

7

制度改正に
伴う増減分

その他の増
減分

7 退職手当負担金

職員手当



　ア　会計年度任用職員以外の職員

区　　分 増減額 備　考

給与改定の状況

　給料の改定率 ％

　給与改定実施時期

％

（号給数） (職員数)

１号給

２号給

３号給

４号給

５号給以上

職員数の異動状況

補正後 2 人

補正前 2 人

増　減 0 人

　イ　会計年度任用職員

区　　分 増減額 備　考

給与改定の状況

　給料の改定率 ％

　給与改定実施時期

％

（号給数） (職員数)

１号給

２号給

３号給

４号給

５号給以上

職員数の異動状況

補正後 2 人

補正前 2 人

増　減 0 人

（単位：千円）

増減事由別内訳 説　　　　　　　　　　　　　　　　明

給　　料 0

給与改定に
伴う増減分

昇給に伴う
増加分

　 平均昇給率

   昇給号給数別職員数

その他の増
減分

(現に在職する職員数)

7

制度改正に
伴う増減分

0

その他の増
減分

7 退職手当負担金

(現に在職する職員数)

(単位：千円)

増減事由別内訳 説　　　　　　　　　　　　　　　　明

報　　酬
給　　料

0

給与改定に
伴う増減分

その他の増
減分

　 平均昇給率

   昇給号給数別職員数

その他の増
減分

職員手当 0

制度改正に
伴う増減分

昇給に伴う
増加分

職員手当


